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（ ）満未歳11（況状の数童児別域地 ４表 単位：人） 

年齢 

区分 
JR 以南地域 

片山・ 

岸部地域 

豊津・江坂 

・南吹田地域 

千里山・ 

佐井寺地域 

山田・ 

千里丘地域 

千里NT・ 

万博・阪大地域 
総数 

０歳 221 468 702 586 648 494 3,119 

１歳 238 419 633 630 813 567 3,300 

２歳 222 495 683 688 843 607 3,538 

０～２歳

（計） 
681 1,382 2,018 1,904 2,304 1,668 9,957 

３歳 236 525 644 687 889 728 3,709 

４歳 230 532 635 697 890 684 3,668 

５歳 215 526 588 699 879 695 3,602 

３～５歳

（計） 
681 1,583 1,867 2,083 2,658 2,107 10,979 

０～５歳

（計） 
1,362 2,965 3,885 3,987 4,962 3,775 20,936 

６歳 217 543 552 661 885 702 3,560 

７歳 216 531 558 746 920 653 3,624 

８歳 225 466 526 720 878 631 3,446 

６～８歳

（計） 
658 1,540 1,636 2,127 2,683 1,986 10,630 

９歳 226 563 540 705 923 684 3,641 

10歳 224 486 551 727 910 578 3,476 

11歳 235 468 482 689 918 579 3,371 

９～11歳

（計） 
685 1,517 1,573 2,121 2,751 1,841 10,488 

６～11歳

（計） 
1,343 3,057 3,209 4,248 5,434 3,827 21,118 

資料：住民基本台帳（平成31年(2019年)４月１日現在） 
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ウ 幼稚園教諭と保育士の合同研修等に対する支援について 

（ア）合同研修の実施 

教育時間児と保育標準時間児・保育短時間児を合同で保育する認定こども園の特徴を生

かした園づくり、園運営が行えるよう、実践的な合同研修を行うなどの支援を行います。 

実施状況（成果） 今後の課題 担当室課 

 既に認定こども園化している園と

認定こども園化を予定している園

が情報共有できる機会を持ちまし

た。 

 保育所と幼稚園の園長や園長代理

が課題となることを出し合い、認

定こども園の教育・保育が高めら

れるような研修を行いました。 

 認定こども園が徐々に増えてきた

ため、施設において実践研修を実施

します。 

 保育所保育指針、幼稚園教育要領、

幼保連携型認定こども園教育・保育

要領に即した質の高い教育・保育を

目指した研修を行います。 

保育幼稚園室 

（イ）人的交流の促進  

認定こども園では、保育士と幼稚園教諭がそれぞれの教育・保育についての共通理解を

深めることが必要であり、人的交流を促進します。 

実施状況（成果） 今後の課題 担当室課 

 市立保育所と市立幼稚園の保育交

流を実施しました。 

 保育士と幼稚園教諭が新しい認定

こども園開園に向けて行事や保育

の交流を行いました。 

 認定こども園化対象園の保育士と幼

稚園教諭が保育や行事の交流などを

通して、きめ細かに保育内容につい

て検証することで、更なる質の向上

を図ります。 

 保育所や幼稚園に対する研修を通じ

て、認定こども園の良さや課題を共

有し、共に認定こども園の教育・保

育について考える機会を持ちます。 

保育幼稚園室 

（ウ）人材の育成  

幼保連携型認定こども園教育・保育要領で求められている、質の高い保育や子育て支援、

保護者支援等に役立つ研修を実施し、保育士や幼稚園教諭一人ひとりの資質の向上を図り、

人材育成に努めます。 

実施状況（成果） 今後の課題 担当室課 

 既に認定こども園化している園を

中心に、研修を実施しました。 

 保育所や幼稚園の保育士・幼稚園

教諭に対しては相互に研修を受け

られるよう配慮しました。 

 保育所や幼稚園の行事やシフトが

あることにより互いの研修に参加

しにくかったため、年間計画を早い

時点で示し、研修参加の機会を増や

し、人材育成に努めます。 

保育幼稚園室 

（エ）施設長の能力の向上 

認定こども園の施設長として求められる、マネジメント能力やコーディネート能力を高

めるための支援を行います。 

実施状況（成果） 今後の課題 担当室課 

 認定こども園長連絡会議を定期的

に開催し、運営状況や保育内容等

の共有化を図りました。 

 引き続き、園の運営責任者として資

質を高めるため、研修の受講機会を

確保するなどの支援が重要です。 

保育幼稚園室 
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実施状況（成果） 今後の課題 担当室課 

 各乳幼児健診の受診率は高い状態

を維持できています。 

 健診未受診者に対しては大阪府の

「未受診児対応ガイドライン」に基

づき、関係機関と連携しながら、未

受診児の全数把握に努めました。 

 養育状況を的確に聞き取る問診ス

キルや、子育ての困難さや不安、

負担感を感じる保護者に寄り添

い、適切な助言や支援につなぐ保

健指導スキルなど、健診関係者の

力量アップが必要です。 

保健センター 

 

（ウ）その他の保健指導や育児相談 

妊婦（両親）教室や離乳食講習会などをとおして、妊娠・出産・育児に関する知識の普

及を図るとともに、保健師、歯科衛生士、栄養士が育児の指導や育児不安の軽減を図るた

めに養育上の相談に応じます。 

実施状況（成果） 今後の課題 担当室課 

 妊婦（両親教室）、すくすく赤ちゃ

んクラブ、離乳食講習会等の母子保

健事業において、継続して育児等の

相談に応じることができました。 

 妊娠中や産後早期の支援体制を整

備し、子育て期まで切れ目ない支

援できるよう、子育て支援事業等

とも引き続き連携することが必要

です。 

保健センター 

 

 

カ 放課後子ども総合プラン 

国の放課後子ども総合プランでは、放課後児童クラブ（留守家庭児童育成室）と放課後

子供教室（太陽の広場）の児童が、同一の小学校内等の活動場所において、放課後子供教

室（太陽の広場）開催時に共通のプログラムに参加できる一体型として実施することを目

指しています。 

本市では、既に両事業を同一小学校内で行い、放課後子供教室（太陽の広場）の活動プ

ログラムに放課後児童クラブ（留守家庭児童育成室）の児童も分け隔てなく参加できる一

体型の内容を取り入れていますので、今後さらに連携が深まるよう、共通のプログラムの

充実を図っていきます。 

引き続き、全ての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験と活動を行う

ことができるよう、同じ学校の中で余裕教室等を活用する方法等で、放課後児童クラブ（留

守家庭児童育成室）及び放課後子供教室（太陽の広場）の計画的な整備を進めます。 

（ア）放課後児童クラブ（留守家庭児童育成室）の令和元年度（2019年度）に達成される

べき目標事業量 

全市立小学校内に設置している留守家庭児童育成室の対象学年を年次的に拡大すること

とします。平成29年度（2017年度）に４年生まで、平成30年度（2018年度）に５年生まで、

令和元年度（2019年度）に６年生までを対象とします。 
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